
高齢者専
用賃貸住
宅制度

国土交
通省

民間事業
者

　高齢者単身・夫婦世帯など
専ら高齢者世帯に賃貸する
「高齢者専用賃貸住宅」につ
いて、事業者が都道府県知事
等に登録し、より詳細で正確な
情報を高齢者等に提供できる
ようにしたもの。

－ － － －

高齢者専用賃貸住宅では一
定の要件を満たすことにより、
有料老人ホームの定義から
除外される。また、介護保険
法上の特定施設入居者生活
介護の対象施設となりうる
等、厚生労働省との連携を
図っている。

平成１９年１２月末の高齢者専
用賃貸住宅の登録実績
・１６，１５０戸

シルバー
ハウジン
グプロ
ジェクト

国土交
通省

地方公共
団体・都市
再生機構

住宅施策と福祉施策の連携に
より、高齢者等の生活特性に
配慮したバリアフリー化された
公営住宅等と生活援助員（ラ
イフサポートアドバイザー）によ
る日常生活支援サービスとの
提供を併せて行う高齢者向け
の住宅。

－ － － －

生活援助員（ライフサポート
アドバイザー）関連の助成に
ついては厚生労働省で実
施。

平成１９年３月末のシルバーハ
ウジングプロジェクトの実績
・８２１団地　　２１，９９４戸

施策の評価と見直しについて
施策の概要

平成１９年
度予算額

平成２０年
度予算内示

額

監視・影響調査専門調査会「高齢者の自立した生活に対する支援」
関係府省ヒアリング資料（国土交通省）

施策名
所管府省

名
実施主体等

施策の概要と実施状況

施策の男女別
ニーズ把握

男女別の観点の
施策への反映

（具体的な取組内容）
関連主体・施策との連携

資料２－２



高齢者専用賃貸住宅 

 

 

１． 高齢者専用賃貸住宅とは 

高齢者単身・夫婦世帯等の高齢者世帯向けの賃貸住宅について、都道府県知事等

に登録し、広く情報提供を行うものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 特徴 

 賃貸借契約に限定し、入居者の居住の安定を確保 

（利用権契約によるものは対象外） 

 統一的な情報提供により比較・選択を可能にする 

 一定の要件（※）を満たす高齢者専用賃貸住宅については、 

①有料老人ホームの定義から除外。 

②介護保険法上の特定施設入居者生活介護の対象施設となりうる 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

３． 根拠法令 

高齢者の居住の安定を確保する法律に基づく高齢者円滑入居賃貸住宅の一部として、

省令で措置（平成17年12月1日施行） 

 

登録項目 

・賃貸人の氏名または名称 
・賃貸住宅の位置 
・高齢者専用賃貸住宅の戸数 
・賃貸住宅の規模 
・賃貸住宅の家賃及び共益費の概算額 
・前払家賃の概算額及び保全措置の有無 
・バリアフリーの内容 
・介護サービスの有無（食事、入浴・排せつ等、緊急時対応等安否確認、その他）等 

※一定の要件 
・各戸の床面積が25㎡以上（居間、食堂、台所その他の部分が、高齢者が共同利用する

ため十分な面積を有する場合は18㎡以上） 

・各戸に台所、水洗便所、収納設備及び浴室を備えたものであること（共用部分におい

て、共同で利用する適切な台所、収納設備、浴室を備えている場合は、各戸に備えなく

ともよい） 

・前払家賃に対する保全措置が講じられていること 
・入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事又は健康管理を

する事業を行う賃貸住宅であること 



シルバーハウジング・プロジェクトの概要

住宅施策と福祉施策の連携により、高齢者等の生活特性に配慮したバリアフリ

ー化された公営住宅等と生活援助員（ライフサポートアドバイザー）による日常

生活支援サービスとの提供を併せて行う高齢者世帯向けの住宅であるシルバーハ

ウジングを実施。

○ 制度概要

(1) 住宅の供給主体

地方公共団体、都市再生機構等

(2) 入居対象者

・高齢者単身世帯（60歳以上）又は高齢者夫婦世帯（夫婦のいずれか一方が60歳以

上であれば足りる）等

・障害者単身世帯又は障害者とその配偶者からなる世帯等

（注） 公営住宅、地方公共団体の供給する特定優良賃貸住宅等の入居者資格を満たすことが必要。

(3) 住宅

手すり、緊急通報システム等高齢者の生活特性に配慮した設備・仕様が施された

集団的に建設される公共賃貸住宅

(4) 生活支援サービスの提供

入居高齢者に対する日常の生活指導、安否確認、緊急時における連絡等のサービ

スを提供するライフサポートアドバイザー（生活援助員）を配置する。

(5) 住宅関連の補助等

○建設費助成

公営住宅等の場合、建設費について助成を行う。

・地域住宅交付金

シルバーハウジング・プロジェクトの建設費等を基幹事業費として交付限度

額を算出。

・高齢者の利用に配慮した設備、共同施設の設置等に対して補助金を増額

(6) ライフサポートアドバイザー（生活援助員）関連の助成（厚生労働省で実施）

ライフサポートアドバイザー（生活援助員）の人件費について支援を行う。

負担割合 国40.5%、県20.25%、市町村20.25%、第１号保険料19%



（参考）

公的賃貸住宅

（公営住宅、都市機構賃貸住宅等）

設 高齢者向けの住宅

手すり、緊急通報システム設置等

計

サ生 安否の 緊急時の 一時的な

デイ 福祉施設等との 活 確認 対応 家事援助

－

サービス 連携 ビ支

センター ス援 等

等

ライフサポートアド 高齢者

バイザーの常駐等に 生活相談所

派 遣 よりサービス提供 等

福祉行政 住宅行政

連携


